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2B1 研究開発能力の 蓄積と 禾 Ⅱ月 

一液晶ディスプレイ 開発プロセスの 比較分析を通じて 一 

0 伊地知覚 博 ( 科技庁・科学技術政策研 ), 平澤 冷 ( 東大総合 ) 

1. 序 
著者らは，組織内における 研究開発過程のメカニズムを 明確にすることを 目的として，液晶 日 ディスプレイ 

(LCD:liquide ワ s 杣 display) を事例とする 国際比較を行ってきており ，すでにその 一部 は ついては，日米韓の 主 

要 企業 5 社に関する分析Ⅲとして 報告している・ LCD は，欧米の企業や 研究機関で研究開発が 先行して い て， 
基本特許はこれらの 組織・機関が 押さえていると 言われているが ，その後は，日本でも 研究開発が進展し 現 

在 では， LCD 製品のほとんどが 日本企業で生産されている・このように ，ほぼ 1 国の企業に製品の 生産が集中 

しているという 点で特徴的であ る．また，液晶自体やガラス 基板等の一部の 構成部材は欧米企業によって 生産 

されているものの ，構成部材や 製造装置のメーカ 一の大半も日本企業であ って，日本に 集中している・なぜこ 

のような展開を 経るに至ったかを 知ることは興味深い・ 

分析期間中に 一部合併等による 組織の変遷があ るものの，本稿で 分析対象としたパテント   ファミリ一の 

俺 signee ( 譲受人 ) となっている 組織・機関あ るいはそのグループは 次のとおりであ る : 日本企業一日立製作 

所，松下電器産業，日本電気 ぴ EC), シャープ，東芝 ; 米国企業 一 Gener 田 Elec ㎡。 (GE), InlemationaIBusiness 

Machines(IBM),  RCA  ;  欧 W  企業 一 Asea  Brown  Bove 「 h  (ABB),  Philips,  Siemens, Thomson,  U.K.me  SecrelW 

ofStale  forDe た nce  ( 英国国防大臣 )  ; 韓国企業一縮 星 電子 (S ㎝ sung  Ⅲ ec 甘 。 ㎡ cs)( 三皇雷管等を 含む ). 

本稿では，まず ，既報Ⅲ以降，さらに 分析対象とする 組織，機関を 拡大して行ってきた 分析の比較から ， 組 

織 としての研究開発能力の 蓄積と利用という 視点から見える 展開のメカニズムが 重要であ ることを示す   

次に，研究開発能力の 蓄積と利用という 視点で，もっとも 注目すべきものは ，「ひと」，すなわち ，研究者   
技術者やこれらの 人々が構成する 組織であ ろう・研究開発においても 限られた資源を 有効に活用することが 重 

要であ ろう．「科学技術研究調査報告」によれば ，会社等における 研究開発費の 何 % が 人件費であ り，これは， 

原材料費や有形固定資産購入費を 上回る・このような 状況を踏まえて ，研究者・技術者やそのネットワークを 
「研究開発資産」とみなしたマネジメントを 行うべきとの 提案もあ る・ LCD の場合においても ， LCD それ自体 

に関する知識・ 経験のみならず ，過去に蓄積された 関連する技術の 知識や経験が 活用されたり ，逆に， LCD の 

研究開発活動を 通じて蓄積された 知識・経験が ， 他の分野に活用されるということもあ り得る・この ょう な 蓄 

積 ・活用を通して ，組織の総体として 資源の有効な 活用が図られていることも 考えられる・そこで ，本稿では， 
LCD に関する特許が 相対的に少ないにもかかわらず ，現在，相対的に 大きな市場シェアを 確保している 企業 

と ，これとは反対に ，かつて， LCD に関する特許を 相対的に多くしながらも ，本格的な市場参入には 至らな 

かった企業を 選択し LCD を含んだ前後の 活動を分析し 蓄積と活用の 状況について 分析する   

2. Ⅰ CD に関する研究開発の 歴史 

分析対象としている LCD の技術の概要については ，すでに [ln で述べている   本稿では，各組織における 研 

究 開発過程を相互に 比較しやすいよう ， トピック的事柄について 簡単に整理する   

現在までの研究開発プロセスは ，い く っか のフェーズに 分けられる・たとえば ，松本，角町 2] は，開発され 

た 表示方式や駆動方式に よ り 4 つのステップに 区分しまた，松本 [3] は， AMLCD について 3 つの時期に区分 

している・さらに ， Sharp[4] も，開発された 技術の内容や 市場の構成規模によって 現在までを 3 つの時期に 

区分している． 

1967 年に初めて LCD に関わる特許が 出願され，その 後，各種のモードが 提案された，中でも ， 1971 年の 

駐 

*1  本稿で述べられた 見方は，もつばら 著者らのものであ って・科学技術庁科学技術政策研究所の 見方を代表するものではない   
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Hoffman ぬ R ㏄ he の M.Schadt らによる TN(twistednematic) モードの提案で 安定した表示できるようになり ， 

現在でも，アクティブ・マトリクス LCD ㎝ MLCD) には広く適用されている・ TNv モードの提案以後，視認性 

の 向上等の点から 各種のモードが 提案され，中でも 1984 年に BrownBove 「 h ( 現 ABB) の T.J.SchefRer らに よ る 

STN(super- 回 istednematic)( あ るいは SBE) モードの提案で ，バッシ イブ ・マトリクス LCD(PMLCD) の普及が 

加速した． AMLCD にはスイッチンバ 素子によって 多種多様のものがあ り，中でも，現在主流となっている T Ⅱ 

( 薄膜トランジスタ ) 方式は 1973 年頃 から取り組まれはじめ ，とりわけ， 1979 年にそれまでの 制約と難点を 解 

決する a-Si ( 非晶質シリコン ) 型の提案によって 応用展開が 妬 かれた・また ， 1981 年には，周辺駆動回路を 含 

めた製造に有利な p,Si ( 多結晶シリコン ) 型も提案された・この 間，表示方式も ， 1970 年代はセグメント 方式 

が主流だったものが ， 1971 年 2 り ドット・マトリクス 方式が提案されはじめ ，以後，画像表示への 応用が展 

聞 されている・ 現在は，大型化や 高開口率化が 進展している・ LCD を応用した主要な 製品としては ， 1970 年 

代からは電卓 や ウオッチが， 1980 年代からはワード・プロセッサや 携帯機器が， 1990 年代からはパーソナル ， 

コンピュータがあ り，近年は，表示装置として 従来の CRT ( プラウン 管 ) を代替する市場にも 展開している   

なお， 1970 年後半には，電卓・ウオッチ 用の LCD の供給過剰に 伴い，市場価格が 低下し欧米企業の 多くが 

LCD 事業から撤退している．また ，並行して他の 種類の FPD ( フラット・パネル・ディスプレイ ) に関する 

研究開発も行われており ， 1980 年前後は，モノクロの PDP ( プラズマ・ディスプレイ・パネル ) や EL ( エレ 

クトロルミネッセンス ) 等について，また ，近年はカラ 一の PDP について，積極的に 展開されている・ 

よって，本稿では ， LCD の基本概念が 提案された後，応用製品を 出しつつ，種々の 駆動方法や方式が 開発 

された 1960 年代・ 1970 年代をフェーズ 1, それ以降，より 安定的で製造の 容易な方法が 開発された 1985 年頃 

までをフェーズ 2, そして，画像表示装置としての 市場の大幅な 拡大が見込まれ ，主として機能向上のための 

開発が行われている 1985 年頃 以降現在に至る 期間をフェーズ 3 とする．もちろん ，フェーズを 分けたとして 

もそれぞれの 時期において 実際にはその 開発内容にオーバーラップがあ る   

3. 方法論とデータ 

すでに， [1 「で報告しているとおりであ るので，本稿で 詳述はしないが ，概要は次のとおりであ る．まず，世 

界各国の組織における 開発活動を把握し 比較することが 目的であ るため，データとしてはパテント・ファミ 
リ ー を用いた・サーチ・ キ 一に関しては ， LCD 関連の技術分野について ，これに対応する 世界共通の分類で 

あ る国際特許分類を ， 版の変更を考慮に 入れつっ用いた．さらに ，パテント，ファミリーを 共通の基準で 選別 

する必要があ り，そのために ，世界的に共通であ ると考えられる 市場であ る国・地域の 特許交付機関に 出願さ 

れた特許を選択しさらに ，質を一定水準以上とするために ，登録済みまたは 審査済みであ る特許を選択した． 

4. 各組織における 開発の展開の 特徴 

既報 [1] において， 5 社に関する開発プロセスについて 述べているが ，本稿では，それらを 含む LCD 全体の 

研究開発を行ってきた 組織について ，その開発プロセスの 特徴を，とくに 人と組織の展開に 焦点を置いて 分析 

しそれらの比較を 行う・なお，これらの 組織・機関に 関する動的活動連関図を 示すことは，許されている 紙 

幅を大きく超える・そこで ，これらの動的活動連関 図 のうち，いく っ かの代表的な 指標を表 1 にまとめ，観察 

された組織過程の 概要について 註に組織ごとに 述べることとする． 

分析から，組織の 中に一貫して 従事するキーパーソンがいて ，しかも，その 組織として持続して 研究開発を 

行ってきている 企業が，現在， LCD 事業において 王要 な位置を占めていることがわかる・すなわち ，「中核と 

なる人物の存在」と「研究開発活動の 持続性」が，重要な 要素として浮かび 上がる・この ょう な企業として ， 

たとえば，シャープ ，東芝が該当しよう．したがって ，発明者数から 見て多くの人数を 充当したからといって 

も，組織としての 活動の持続性や 組織内における 長期的な中核的人物の 存在ということがなければ ，結果的に 

は ，研究開発や 市場で優位を 占めないということも 考えられよ う ・もちろん，事業の 成否には，研究開発に 関 

することのみならず ，多様な要因，たとえば ，製造技術の 有無やそのマネジメント ，製造装置メーカとの 連携， 

応用製品と自社の 事業範囲との 関係 ( 言い換えれば ， 肉 製品として用いられる LCD の供給先の確保 ) とレ Ⅰ つ 

たことも考えられることには 留意する必要があ ろう． 
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表 l LCD に関する動的活動連関 回 に表れる研究開発活動の 概要 
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パテ 、 ノト ，ファミリー 数 1 ㏄ 116 

発明者数 1%  1 ㏄ 

研究開発チーム 数 112  101 
研究開発グループ 数 46 60 
最大の研究開発グループに 27 15 

含まれる研究開発チーム 数 
全研究開発チーム 数に対する 0.24 0.15 

最大の研究開発グループに   
含まれる研究開発チーム 数 
の割合 フェーズ 1 (19 ㏄ 一 70 年代 ) O O フェーズ 2 (1980 年代前半 ) O 

フェーズ 3 (1980 年代後半以降 ) 0  0 
研究開発活動の 現況 中止継続 

キーパーソンに よ る活動の持続 x  0 

LCD 事業への現在の 参入状況 X  合弁 

  
74 
68 
57 
28 
13 

0 ． 23 

O 
  

O 
中止 

  

  

113@ 241@ 166@ 173@ 153@ 145@ 445@ 376@ 110@ 517@ 191 
65@ 226@ 143@ 155@ 126@ 116@ 517@ 354@ 106@ 471@ 254 
69  173  122  141  115  102  361  258  81  413  159 
17@ 79@ 60@ 32@ 7@ 78@ 38@ 47@ 41@ 56@ 64 
48@ 30@ 61@ 101@ 107@ 3@ 313@ 179@ 15@ 347@ 72 

0.70@ 0.17@ 0.50@ 0.72@ 0.93@ 0.03@ 0.87@ 0.69@ 0.19@ 0.84@ 0.45 

0 0 0 0 0 x 0 0 0 0 0 
0 x 0 0 0 x 0 0 0 0 0 
x O x O O O O O O O O 

中止継続中止継続 一 継続継続継続継続継続継続 

0  0  0  x  0  一 X@ X@ A@ 0@ 0 

X 一部合弁 X 一部合弁 一 0  0  0  0  0 一部合弁 

註 

*2  RCA は， 屈 初に LCD を提案した組織であ る， 1963 年に R.Willi ㎝ s が液晶の光電効果に 関する特許を 出願し表示デバイスへの 適用 

を示唆した後，彼の 同僚であ った G.H.Hei ㎞ eier らが 1967 年に LCD に関する特許を 出願した．そして ， 1977 年まで複数の 研究開発 

グループにより 継続的に開発が 行われていた．その 後，粗織的には 一時途絶するが ， 1985 年より別の研究開発グループ (#5) が活動を 

再開し 1986 年に RCA が GE に買収された 後も活動を継続していた．技術内容は ，セル・液晶が 中心であ った． 

GE は，研究開発グループ #1 が ， 1971 年から 1992 年まで活動しているが ，その中で時期によりキーパーソンが 異なる． 1972 年 か 

51981 年までは H.S.Cole であ り， 1975 年以降 D.E.C ㏄ tle ㏄呵も一翼を 担 うよう になった・また ， 1985 年から 1990 年にかけては ， 

G.E.Possin も開発活動を 展開した．また ，研究開発グループ ぬ は， 1984 年から 19 ㏄ 年 まで活動していた．このように ， GM におい 

ては，粗織としては 活動が継続していたものの ，あ る特定のキーバーソンが 一貫してコアになっていたというわけでなく ，また， 1980 

年代前半までは ，動的活動連関 図 に横実線で示される 部分が多くあ るよ う に，構成メンバーを 入れ替えつつチームを 展開させていく Ⅰ く 

ということが 見られなかった・ 開発された技術内容は ， 1970 年代は，セル・ 液晶Ⅰ・表示装置に 関するものであ り， 1980 年代は，これ 

らに加えて， AM 仕 CD 関係の半群体も 含まれている．なお ，現在は， LCD に関する研究開発活動は 他社に売却され ， GE の組織内で 
は研究開発は 行われていない． 

IBM は， LCD に関する研究開発は ， 1972 年から 1978 年にかけてごく 小規模の研究開発グループによって 行われていたほかは ， 1986 

年から 1991 年にかけて，研究開発グループ ぬ斗 4 によって， IBM と合弁企業を 設立して LCD を製造している 東芝と，一部の 特許に 

関して共同発明を 行いながら展開していたのみであ る，なお， 1974 年から 1981 年頃 にかけては・ 表示 装踵に 関して活動が 展開して 
いた・ 

ABB は， LCD に関する研究開発活動を 1971 年から 1984 年 ( ごく一部は 1987 年 ) まで，粗織内において 相対的に統合されていた 

研究開発グループ #1 によって展開した・このグループ 内のキーパーソンであ る T.J.Sche 権 丁や M.Kau 而簗 n は， 1973 年以来持続的に 

活動していた・ T.J.Sche 艶 丁と J.Ne ㎡ ne らは， 1984 年に，その後の PMLCD の展開に大きく 寄与することとなる STN モードの提案 

な 行っているが ，その直後から 組織としての 活動が停止してしまっている．展開された 技術内容は，セル・ 液晶・制御・ 表示装置に 

及んでいた・なお ， ABB は， 1988 年にそれまでの A&EA と BBCBrownBove Ⅱの合併によって 設立された企業グル - プ であ り，分析 

で見られる活動のほとんどが ， BBCBrownlBove 「における活動であ る． 

Sieme ㎎は， LCD に関する研究開発活動を ，やはり 細 棟内において 相対的に統合されていた 研究開発グループ #1 によって 1970 年 

からほぼ 1982 年まで展開していた．キーパー ソン は， H.KrUger であ り・この 13 年の期間は一貫して 活動していた．開発された 技 

術 分野は・制御を 除いて全般に 及んで い た   
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また，分析した 欧米企業の中には ，現在の製品の 基本となる技術を 生み出しながら ，その時点で 組織として 

の研究開発活動がほぼ 停止してしまっているところも 多い・このような 企業の例として ， LcD の基本的概念 

を 提案し，また ，種々の方式を 提案した RCA や ， PMLCD として広く用いられる STN を発明した BrownBove Ⅱ 

等 が挙げられる ，他の技術における 何としては，光ファイバにおける Co 而 ng[5] も挙げることができよう・ 基 

本 特許を押さえて 知的財産権 に基づく事業を 展開しようとする 戦略を採るなら ぽ ，このような 研究開発過程も 

十分事業に貢献することであ ろう・ただしその 場合には，その 特許権 の有効な期間内にその 技術を用いた 製 

品が市場に広まるという 状況が必要とされる・しかし 製品口を製造するところから 利益を生み出すような 事業 

を 展開しようとするならば ，あ るいは，実際に 基本特許における 発明が利用される 製品が実用化されるまでに 

その有効範囲を 超える期間を 要するならば ，さらに継続して 付随的・派生的な 特許を取得するための 研究開発 

活動も必要であ ろう， 

いま，開発活動の 結果として，製品の 基本的概念・ 構造メカニズム 等に関わる基本的発明についての 特許 

Phi Ⅱ lps は， 1970 年代に一部の 研究開発グループ ( ぬふ めによって展開されていたものの ， 1983 年頃 から， 2 つの組織内で 大規模 

な研究開発グループ (#1, 糊 ) による活動が 急増した．他の 欧米企業とは 異なり，これらのグループには ，一つのグループの 中に根 

数のキーパーソンがおり ，相互に連抹しつつ 並行して活動が 展開されている．技術内容については ，研究開発グループ #1 は 制御 と半 

導体が多く，研究開発グループ 駿はセルと液晶が 多い．なお，事業としては ，現在，自社内ではプロジェク タ を製造しているのみで 

あ る・また，パネルについて ， ThomsonCSF 等と A ゎ仕 CD に関する合弁仝業を 設立しホシデン と 日本に合弁企業を 設立している． 

Thomson は， 1970 年から最近に 至るまで継続して 活動しており ，しかも，相対的に 大規模な研究開発グループを 構成している． 1980 

年頃 までは， M.H ぴ @eng や J.C.Du ぬ is を中心とした 研究開発チームによって 持続的に展開されていたが ， 1985 年頃 よりキーパーソン 

が代わり (M.H 打 eng は 1985 年まで活動 ), しかも， サ プバループが 散在するようになった．技術分野は・ 多面にわたっている． 

U.K. レた nce については，譲受人が 英国国防大臣となっている 特許に関する 研究開発の動的過程を 表しており，実際の 発明者の所 

属 機関とは異なる・キーバーソンの 一人であ る G.W.Gray は， Hull 大学に所属している・ 1962 年に液晶に関する 英語による初めての 

本をまとめ，これが LCD の研究開発のきっかけをつくったと 言われているが ， 1972 年から 1990 年まで LCD に関する開発活動に 従事 

していた・他のキーバーソンであ る E.P.Raynes と I.A.Sh 皿 ks  も G.W.Gray  と同時に活動を 開始し並行して 活動を展開していた．彼 

らは，国防研究機関であ る Roy 杣 R 窯町 Es ぬ blishmlent(RRE)(1976 年 ょり 他の編制と統合され Roy 杣 Sign 杣 s 劫 dRa 面 ェ みは bhis は nent(RSRE) 
となり，また 1991 年よりⅨ た n ㏄ ResearchAgency(DRA) となり，現在のⅨ た n ㏄ Ev 杣 uatlon 皿 dRese 虹 chAgency  (DERA) の一部にあ た 

8) に 所 反している・さて ， U.K. 鹿ぬ nce の動的活動連関図を 見るとほとんどの 研究開発チームが 直接・間接につながっている．こ 

れらのことより ，イギリスにおける LCD の研究開発は 国防技術の一環としても 行われ，しかも ，国防研究機関と 大学とが連携を 保ち 

つつ展開されてきたことを 窺い知ることができる・ 開発された技術内容は ， G.W.Gray や E.P.Raynes を含む研究開発チームは 液晶を， 

I.A.Sh 杣 Jcs を含む研究開発チームはセルを 中心としていた． 

三皇 (S 却 ls Ⅶ g) は 1986 年より活動を 行っている・ 研究開発グループが 散在しており 相互につながりが 見られない点が 特徴的であ る． 

、 ンサープは ，現在，市場シェアでトップの 位置を占めている 企業であ る・ 1972 年より特許を 出願しており ，大規模な統合された 研 

究 開発グループを 構成している・もっとも 多くの研究開発チームに 含まれるキーバーソンは F.Funada であ り，最初より 最近に至る 

まで一貫して LCD の研究開発に 従事している・さらに ，それぞれの 時期において ， 2-5 年にわたって ， 少しずつ構成メンバーを 替 

えながらも基本構成は 変えない サ プバループによって 開発を展開するという 活動が見られ ，「プロジェクト」形式を 通した集中的な 

研究開発と技術統合がうかがえる． 

東芝は，現在，合弁企業を 含め市場シェアで 2 番目に位置している 企業であ る・ 1970 年より現在まで 開発活動を継続しており ，大 

規模な統合された 研究開発グループを 構成している・ただし 次に述べるハ %C とともに，他の 日本企業と比較して ，市場シェアに 比 

して従事した 発明者数も研究開発チーム 数は多くない・もっとも 多くの研究開発チームに 含まれるキーパーソンは S.Ma は lumoto であ 

り， 1970 年から 1989 年まで一貫して 従事している・その 後は， H.To 血 i らが引き継いで 活動している． 

NEC は，現在，市場シェアで 3 番目に位置している 企業であ る・ AMLCD の製造に特化している．相対的に 研究開発グループが 分 

敵 している・ 1970 年より 1992 年までコア・メンバ 一であ る C.T 簗五や S.N 托 m ℡ a を含む研究開発グループ #1 が継続して開発を 行っ 

ているほか， 1980 年代前半より 複数の研究開発グループ ( ぬ 斗のが並行して 活動している．研究開発グループぬは 光 バルブ や プロ 

ジェク タ に関して，研究開発グループ #3, 拙は A わ几 CD に関して，特許を 産出してきている． 

日立は， 1969 年より活動を 継続して行ってきており ，大規模な研究開発グループが 構成されている． 1978 年より 1980 年代にかけ 

て・キーパーソンであ る A.M 此 oh が T.mtamnura や H.Yokok Ⅳ a らとともに特許を 出しまた，期間ごとに サ プバループを 構成して 

集中的に活動していた・また ，彼らとはつながりがあ るもののほぼ 並行して・ 1978 年より 仮近 まで， Y.Nag ㏄がコアとなって 特許を 

出しているが ，活動は集中的ではない・さらに ，遡って 1972 年から 1981 年にかけて M.Kohy 却 na がコアとなって 特許を出している 

が，前 2 つのメンバーらとは 直接的なつながりがない・このように ，研究開発期間にわたって 一頁して活動し 続けたキーバーソンが 

見 あ たらない． 

松下電器は，やはり 大規模な研究開発グループが 構成されている・しかし 時期ごとに サ プバループが 散在している ，また，キー 

パーソンも継続して 活動していない・たとえば ， 1970 年から 1975 年にかけて M.Fu ぬ i をコアとする サ プバループ と ，これと並行す 

61971 年から 1975 年にかけて M.Tsu ㎏ 血 №や K.Monmoto をコアとする サ プバループが 存在しまた・ 1980 年代後半から 仮近 にか 

けても，この 2 つとはコア・メンバーを 異にするいくつかの サ プバループが 並行して活動していたことが 見られる． 
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を 基本特許，製品に 関するより応用的・ 付随的・派生的発明についての 特許を周辺特許と 大別するなら ぱ に 

れら以外にも ，成果物として 特許という形では 表れない / ゥ ハ ウ の蓄積のような 活動もあ るかもしれないが ), 

LCD のように結果として 長期にわたる 研究開発努力が 必要とされる 場合には，基本特許も ，また持続して 周 

辺 特許も産出して い くということが 必要になろ う   

比較分析を通して ，このように 組織における 研究開発活動の 持続性と，組織として 新たな知識・ 技術を生成 

していくコアとなる 人一キーバーソン 一 が存在して，その 人を中心として 研究開発活動を 展開していくという 

ことが，組織としての 高い研究開発能力を 維持し成果を 生み出していくうえでの 重要な要素として 示唆され 

る 

5. 研究開発能力の 苗 租と 利用 

分析した企業の 中で ， ) 咀 C は， LCD に従事した延べ 人数が少ないにもかかわらず ，現在，市場で 3 位の位 

置を占める．また ， T Ⅱ LCD の製造に特化しているという 特徴もあ る・ LCD の製造技術は ，サイズや精度の 

点で異なるものの 半導体 ( とくに， DRAM) の製造技術に 類似している・ I 泥 C は，半導体の 主要な研究開発   

製造企業であ る．そこで，これら 半導体に従事した 経験も LcD に活用されていることが 推察される．一方， 

Siemens は，比較的多くの 人数を従事させながらも ， LCD 市場にはほとんど 進出しなかった・これら 2 社につ 

いて，研究開発マネジメント 上 ，研究開発能力の 蓄積と活用という 点から見てどのような 違いがあ るかを見い 

だすことは興味深いであ ろう   

データ 

LCD に従事していた 研究者・技術者について ， LCD に関連する技術分野のみならずすべての 技術分野にお 

ける前後の活動を 観察することが 目的であ るため，まず ，発明者名を 基にして，データベースから LCD を 含 

むすべての技術分類に 関するデータを 取り出して動的活動連関図を 作成して，研究開発の 組織過程を表現する   

寸心 は ついては，元の LCD に関する動的活動連関 図で 3 番目に大きい 研究開発グループ (#3) が， 1981 年以降， 

AMLCD に関わる特許を 出願していることから ，ここに属する 7 名を発明者名として 含むレコードを 選択した． 

そして，先に 述べた共通の 基準で選択されたパテント・ファミリ 一では数が少ないので ，日本公開特許公報を 

データベースとして 用いた・ Siemens については，最大の 研究開発グループ 併 1) に， H.K 血 ger が含まれる・ と っ 

て ，このグループに 属するメンバーを 発明者名として 含むレコードを 選択した分析には ，バテント・ファミ 

り一を収録するデータベースを 用いた． 

分析結果 

地 C は ついては，図 1 に示す よう に，選択した 7 名の内の 4 名が継続して 活動している・ Y.Hir ㎡は， 1984 

年 までエレクトロクロミック 表示装置に従事した 後， AMLCD のデバイスや 駆動方法に関する 発明を行って い 

た ・ 1989 年からは E.Mzoba ぬに 引き継がれている． S.K ㎝ eko は，太陽電池やイメージ・センサ 用の薄膜や a- 

Si に従事した後，とくに T Ⅱ製造方法に 関する発明を 行っている・ T.H ㎝ aguchi は，ウェハのエッチンバ や 

研磨を含む半導体デバイスの 製造方法に関わる 発明を行っている・ 0.Sukegawa は，レーザの 制御に従事した 

後， T Ⅱアレイに関する 特許を産出している．このように ， 1 名が他の表示装置から ， 3 名が半導体関連の 技 

術 分野から， LCD に従事するようになっていることがわかる・この 4 名を中心として ，数年にわたる 比較的 長 

期間， LCD に連続して従事していることは 新しい知識・ 技術を生成していくうえで 重要な点であ ろう．また， 

LCD とそれ以前に 従事していた 技術分野との 関連性では，過去に 蓄積した関連する 技術分野での 知識・経験 

がうまく活用されているといえよう ，そして， AMdLCD に必要とされる 主要な構成要素技術に 関する経験・ 知 

識が，共同発明を 通して統合されたと 見ることができよう． 

一方， Siemens の場合， LCD に関しては， H.K 血 ger を含まないいくつかの サ プバループが ，同時期に並行し 

て展開しているというのではなく ， H.K 田 gef がその時々において 各種の技術分野を 担う人との共同作業を 行っ 

て ，共同発明になる 特許を出願している・すなわち ，共同作業は 短期間しか継続していない．そして ，このよ 

うな共同発明を 行った人で定義上のキーパーソンにあ る人は，その 前後で，ガラス・ 光学要素・高分子化合物 

といつた多様な 技術分野に展開しているが ，いずれもⅡりに 直接的に関連するものはない．したがって ， H. 

K 憶 ger との共同発明の 特許は ， 個々の問題解決のための 共同作業であ って，組織としての 知識・技術の 統合に 
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図 l r 正 C の LCD に関する研究開発グループ #3 に含まれるメンバ 一に よ る，全技術分野における 動的活動連関 図 

はつながっていないことがうかがえる   

6. まとめ 

LCD の開発プロセスに 関する国際比較を 通じて，組織における 研究開発活動を 持続していくこと ，そして， 

組織として新たな 知識・技術生成のコアとなるキーパーソンが 中心となって 一貫して活動を 展開していくとい 

うことが，研究開発能力を 維持し，研究開発の 成果を産出していくうえで 重要な点であ ることが示唆された． 

また， LCD に従事していた 研究者・技術者による ， LCD を含むすべての 技術領域での 開発活動の展開の 分析 

を 通じて，当該技術分野のみならず 関連する技術に 関する知見を 有する研究者・ 技術者を適切に 共同・連携 さ 

せ ，あ る程度の長期間，当該技術の 研究開発に従事させることによって ， 人に体化された 知識・経験を 組織的 

に 統合して利用していくことができることがわかった・この 場合，過去の 他の技術分野での 活動からは直接的 

成果を生み出して い なくとも，当該技術から 見れば研究開発能力の 蓄積を意味し 当該技術に関する 活動を通 

して利用された ， と 見ることができる・このように ，研究開発能力の 蓄積と利用という 観点から，有限な 資源 

を活用していくうえで ，組織的に適切な 共同作業・連携・ 統合を図ることが 有効であ ることが示唆された・ 
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